
電子地図を活用した浄化槽設置
状況の把握について

財団法人 福岡県浄化槽協会



１．はじめに
平成１０年度から検査の効率化を行い11条検査基数の向上を図る

図－1　11条検査の受検状況
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浄化槽設置基数は正確性に欠ける

・廃止届の未提出、未設置浄化槽の取り下げの不徹底

浄化槽設置状況の正確な把握の必要性

・１１条検査の実施率の精度を高める

・法定検査の受検推進、保守点検・清掃の徹底

平成18年2月の

浄化槽法改正

都道府県の指導監督の強化



２．行政との協議及び情報の入手

 行政当局も浄化槽設置状況把握の必要性を認識

 行政が保有している浄化槽設置情報を協会へ提供

県下１３保健福祉環境事務所から情報提供

約１７万件

浄化槽協会への情報提供は、

福岡県個人情報保護審議会において承認済み
（平成4年）



 入手した１７万件の設置情報を電子データ化

 協会が保有する検査情報との照合作業

３．作業方法の検討

電子地図利用の可能性

県下９７市町村中、２４市町村で
住居表記の変更実施

各市町村から変更情報の入手は可
能であったが個人情報の問題と
情報量が膨大であるため断念

照合作業が困難



浄化槽設置情報と
法定検査情報の照合

調査結果のとりまとめ
行政への報告

照合結果

浄化槽廃止浄化槽現存
法定検査受検済

照合結果

照合できる

照合できる

浄化槽設置情報と
下水道接続情報の照合

浄化槽設置情報の入手

電子データ化

下水道接続等の
情報入手

４．事業のフロー



５．今回使用した電子地図システム

（１）使用したソフトウェア

・電子地図：㈱ゼンリンＺＭＡＰ－ＴＯＷＮⅡ

・地図管理ソフト：ＯＡ－ＬＩＧＨＴⅢ

（２）ハードウェア環境

・サーバーマシンを導入し、ネットワーク環境で運用



全体図の表示
すべての情報を表示

６．電子地図の構造

基本の地図

④下水道供用開始区域

③下水道接続情報

②11条検査受検情報

①浄化槽設置台帳情報
レイヤイメージ



それぞれのデータを地図上にポイントする

（１）コンピュータにより自動的にポイント

（２）目視により手作業でポイント

住居表記が変更されている地域の対応
過去の住宅地図と照合し、現在の電子
地図上にポインティング

７．電子地図へのポインティング
作業の手順



①浄化槽設置情報をポイント

©2007 ZENRIN CO., LTD.(Z07KF第015号)



©2007 ZENRIN CO., LTD.(Z07KF第015号)

管理している情報について



②１１条検査受検情報をポイント

©2007 ZENRIN CO., LTD.(Z07KF第015号)



③下水道接続情報をポイント

©2007 ZENRIN CO., LTD.(Z07KF第015号)



④下水道供用開始区域の色分け

©2007 ZENRIN CO., LTD.(Z07KF第015号)



⑤それぞれのレイヤを重ね合わせる

©2007 ZENRIN CO., LTD.(Z07KF第015号)



①浄化槽設置台帳と下水道接続情報を重ねる

この浄化槽は既に下水道接続により廃止

ポイントしたデータを重ねることにより分かること

②浄化槽設置台帳と１１条検査受検情報

重なるポイント：１１条検査を受検済

重ならないポイント ：未受検か浄化槽が無い。確認が必要。

③浄化槽設置台帳と下水道供用開始区域

この浄化槽は、既に下水道接続により廃止。

もしくは、近い将来に、廃止される可能性が高い。



浄化槽設置届の住所表記が不正確

新築の場合、設置者名が住宅販売会社のまま 等

電子地図の制限

住所表記の正確性

８．電子地図の活用に際しての問題点

現場の特定が出来ない

地図そのものが間違っている

個人情報保護法の関係で住宅（住居人名）が表示されない

地図の基本情報部分は変更出来ない

地図利用の不便さ



９．まとめ

 浄化槽設置状況の正確な把握は、大変重要で
あるにもかかわらず、十分に行われていない。

 個人情報保護と公益性の問題

 行政との相互協力

 電子地図の有効性

・浄化槽の位置を管理する事が出来る

・電子地図を活用した情報共有のネットワーク

システムの構築


